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Ⅰ 分析の目的
小泉内閣の最大の課題として構造改革ないし
規制改革が取り上げられたのも，それが遅々と
して実施されないという批判が絶えないのも，
規制当局が強力な裁量権を有するという日本経
済の特徴を示唆している。そして長期にわたり
強力な裁量権を保持してきたという事実は，当
局の裁量権が政治家や官僚による政治プロセス
だけでなく，規制される民間企業との経済プロ
セスにおいても，(少なくとも当事者間におい
ては貴重な）一定の役割を果たしてきたことを
物語る。
たとえば，日本企業は各種業界団体のように
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補完的ロビー活動を伴う複占ゲームの
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要旨
日本経済の制度的な特徴である強力な裁量権を有する規制当局と規制される企業との協
調的な関係を考察するために，対称的な複占企業が決定する補完的なロビー活動を受けて
規制当局による各企業への割当が決定される規制ゲームを設定し，(１）ロビー活動の補
完的な性質が戦略的な代替性をもたらすこと，(２）それゆえ複占企業は同時手番を選択
すること，(３）実際に複占企業が同時に行動する場合には常に当局は後手を選択するこ
とが明らかにされる。さらに分析の含意として，業界団体などに代表される日本企業のピ
ラミッド型構造はこうした補完的ロビー活動の推進に適していたことが示唆される。
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階層的に張り巡らされた様々な組織を形成して
きたが，これらはその規模や階層が異なっても
規制当局への交渉窓口という共通する特徴を備
えている。この事実は，当局との交渉が民間企
業のポジショニングにとってきわめて重要であ
ったという日本の制度的特徴の副産物とみなす
ことができる。
したがって「当局との交渉」が「当局へのロ
ビー活動」を通じて行われると考えると，たん
にライバル企業を出し抜くためのロビー活動だ
けではなく，むしろ業界全体の利益を拡大する
ロビー活動こそ無視し得ない重要性を持つこと
が，日本企業のロビー活動の特徴として浮かび
上がる。強力な裁量権を有する当局の前では，
ライバル企業を出し抜くロビー活動もさること
ながら，それ以前に当局の業界全体への理解と
支援がなければ各企業の基盤たる業界発展その
ものが危うくなりかねないからである。
理論的に言えば，業界内の企業が行うロビー
活動は，当該企業だけでなく，業界内の他企業
にも影響しうる。生産条件や費用条件を通じて
他企業の利潤に正のスピルオーバー効果をもた
らす場合には補完的なロビー活動，負のスピル
オーバー効果をもたらす場合には代替的なロビ
ー活動と呼ばれる。
たとえば広告で言えば，シャープが動画の撮
れる新型携帯電話のTVコマーシャルを行った
場合，それが東芝の携帯の売上を奪うなら代替
的な広告であるし，NEC の同様の機能を持つ
新型携帯電話の売上に貢献するなら補完的な広
告だとみなすことができる。ロビー活動の場合
には，他社の割当を削ることで自社への割当を
増やそうとするなら代替的なロビー活動であり，
業界全体への割当増加や手続きの簡略化を通じ
て他社の利益にもなりうるなら補完的なロビー
活動であるとみなしうる。
本稿の目的は，こうした補完的なロビー活動
を媒介とする規制当局と企業行動の特徴を吟味
することである。そうするために，まず企業が
補完的なロビー活動量を決定し，次に当局が各
企業への割当量を決定する２段階の規制ゲーム
を考える。さらに各企業は，ロビー活動量の決
定段階に挿入される初期ステージにおいて手番
を争い，その内生的な手番に従って行動する，
と想定する。また，企業が同時に行動する場合
の企業と当局の行動手番もチェックされる。こ
れらの分析を簡単にするために，一部の例外的
な場合を除いて，対称的な複占企業を一貫して
想定する１）。
換言すれば，複占企業は当局による割当行動
を見越した上で決定するロビー活動からの利潤
を考慮して自らの手番を同時に決定するわけで
あり，これは上記の規制ゲーム全体のサブゲー
ム・パーフェクトな均衡の性質を検討すること
に他ならない。
その結果，(１）ロビー活動の補完（代替）
的な性質が戦略的な代替（補完）性をもたらす
こと，(２）それゆえ補完（代替）的なロビー
活動を伴う複占企業は同時手番（相異なる手番）
を選択すること，(３）実際に補完的なロビー
活動に従事する複占企業が同時に行動する場合
には常に当局は後手を選好することが明らかに
される。さらに分析の含意として，業界団体な
どに代表される日本企業のピラミッド型構造が
こうした補完的ロビー活動の推進に適していた
ことが示唆される。
以下では，最初に第Ⅱ節で規制ゲームの概要
を提示する。企業のロビー活動に注目する第Ⅲ
節では，等利潤曲線の形状等は異なるものの，
補完（代替）的なロビー活動が戦略的代替（戦
略的補完）関係を生み出すことを確認する。そ
の上で初期ステージの複占企業による手番争い
を導入してサブゲーム・パーフェクトな均衡の
性質を吟味するのが第Ⅳ節である。第Ⅴ節では，
複占企業の同時手番の行動に対して規制当局が
後手を選好することが示される。最後の第Ⅵ節
では，以上の分析からの含意と残されている課
題に言及する。
Ⅱ 規制ゲーム
対称的な複占企業 がそのロビー活動量 
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1）連続性を考えれば相対的に小さな相違に対して
は頑強性もあり，企業の同時手番を仮定するなら
複占に分析を限定する必要もないと考えられる。
を決定し，次に規制当局が企業 への割当量 
を決定する規制ゲームを設定する。複占企業に
よる補完的なロビー活動の性質を分析すること
が主目的であるが，容易に比較できる場合には
参考のために代替的なロビー活動にも言及する。
そうするために，企業および当局の目的関数と，
それらを媒介する純税率関数 を定義してお
くことがこの節の目的である。
複占企業 の税引き後利潤 は，その純税
率と割当量に依存する総収入 と，ロビー活
動に伴う総費用 の差額とみなしうる。それ
ゆえ企業 が税引き後利潤を最大化するように
自らのロビー活動量を決定し，単純な総収入お
よび費用関数を仮定できるなら，企業 の目的
関数は次のように表現できる：
-


 	

すなわちロビー活動は，割当量の獲得という生
産活動を行う取引費用だとみなすことができ，
販売収入を通じて正負のスピルオーバー効果を
もたらす要因となる。
それゆえ純税率 は，たんにフォーマルな
課税や補助金だけでなく， Becker (1983,
p.372) の指摘する参入制限などのインフォー
マルな「隠された課税や補助金」をも含みうる。
したがって企業 に課される純税率は，必ずし
も他の企業と同じであるとは限らないので，以
下のように定義する：
- 		
 	

	


たとえば，各省庁のパワーを天下りの人数に
よって説明しようとする Okimoto (1989,
p.161) に従えば，割当量の拡大と引き替えに
余分な天下りを受け入れるという形で，規制下
にある企業はインフォーマルな課税を支払って
いるとみなしうる。その際，正の 
は，割当
量に比例するほどには天下りを増やせないとい
う社会的ノルムによる制約を表すと考えること
ができよう。
しかし同時に(2-2)式は，割当量に対する純
税率表の切片 	もまた各企業で異なりうるこ
とを表している。そこで，当該企業の純税率表
の切片はそのロビー活動量と他企業のロビー活
動量の双方の関数として次のように定義する：
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
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(2-1) 式から明らかなように，補完的なロビー
活動とは反応係数 が正であることを意味し，
第Ⅳ節の一部を除いて対称的な複占企業を扱う
場合には常にを仮定する２）。
したがって規制当局の効用水準 は，総収
入である純税収 が大きく，割当費用ないし
徴税費用 が小さいほど大きくなる。簡単化
のために徴税費用を無視できるとすれば，当局
の行動目標は次のような純税収の最大化として
定義できる：
- 







すなわち規制当局は，一定の社会的ノルムの
制約を受けながらも，純税収を最大にするよう
に割当量を決めうるという強力な裁量性を持つ。
この点こそ，インフォーマルな課税や補助金を
考慮しつつも純税収をゼロと想定するBecker
(1983) 流のモデルと大きく異なる点である。
それゆえ，それぞれ企業と当局が同時に別々
に行動した場合の一階の条件は次のように書け
る：
- 



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	


	
すなわち，企業のロビー活動量は割当量の増
加関数であり，当局の割当量は当該企業の純税
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2）伝統的な生産（ないし費用）の補完（代替）の
定義は，が正値（負値）を取ることであ
り，他企業がよりアグレッシブな戦略を取った場
合に当該企業の「総利潤」が増加（減少）するこ
とを意味する。反応係数がゼロの場合には，代替
でも補完でもなく，企業間における直接的な戦略
的関係も喪失する。
率表の切片の高さに比例する。補完的なロビー
活動の場合には，純税率表の切片の高さは当該
企業および他企業のロビー活動量の減少関数に
なるから，割当量はロビー活動量の減少関数に
なる。
したがって企業が先手を取る規制ゲームでは，
この当局の割当行動を見越してロビー活動量の
決定が行われることになる。この状況でのロビ
ー活動の性質を確認しておくことが次節の目的
である。
Ⅲ 戦略的に代替的なロビー活動
最初に企業がロビー活動量を決定し，次に当
局がそれを受けて割当量を決定するとすれば，
当局の一階の条件は(2-6)式のままである。す
なわち，第 企業への割当量は，当該企業と他
の企業のロビー活動量の関数として表現できる。
他方，第１段階における複占企業は，この関
係を見越してそれぞれのロビー活動量を決定す
るから，第 企業の一階の条件は次のように書
ける：
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すなわち企業が先手を取る結果として，(2-5)
式で表される直接効果である第１項に，割当量
の変化を考慮した間接効果である第２項が加わ
る。割当量は当該企業のロビー活動量の減少関
数だから間接効果は常に負となり，ロビー活動
量は(2-5)式に比べると小さくなる。というの
も，ロビー活動量の増加に対してその企業への
割当量を減らそうとする当局の行動を考慮する
ようになるからである。
したがって均衡において正のロビー活動が存
在するためには の値が の範囲に収
まる必要があり，そのため一貫して本稿では次
のようなパラメーターの制約を仮定する３）。
Assumptions: 		
この仮定の下では(3-1)式は，依然として (2-
5)式と次の2点で同じ性質を共有する。すなわ
ち，利潤は当該企業のロビー活動に関して凹で
あり，ロビー活動による生産は反応係数が正
（負）ならば補完（代替）的である。それゆえ
当局が後手に回る場合の複占企業のロビー活動
に関して次の Lemmaを得る。
Lemma 1 複占企業による補完（代替）的なロ
ビー活動の戦略的な性質
複占企業による補完（代替）的なロ
ビー活動は，戦略的な代替（補完）
関係をもたらす
Proof
(2-1)式に(2-2)・(2-3)・(2-6)式を代入して

で微分すると，
-




















 		
だから，仮定 
の下では，反応係数の正負
と生産の補完性・代替性は同値である。
さらに，(3-1)式を で微分すると，	










より，
-









	





	
ゆえに第 企業の反応関数 
の勾配は，
-







 




		
だから，正（負）の反応係数と戦略的代替性
（補完性）も同値である。
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3）この複占企業の同時均衡では，
は 	

と同値であり，

（代替的な場合には


）は企業利潤のヘシアンが負値定符
号を取る十分条件である。また，ないし 	の
上限は に対応している。詳細は Appendix B
を参照。
戦略的代替（補完）の特徴は，Figure 1
(Figure 2) に要約される４）。反応関数の形状
はそれぞれ典型的な数量選択および価格選択ゲ
ームと同じだから，同時手番のクールノー・ナ
ッシュ均衡 よりシュタッケルベルグ均衡 S
の先導者の方が高い利潤を得ることも明らかで
ある５）。
ただしロビー活動は投入要素としての性質を
持つため，他企業のロビー活動による生産が当
該企業に及ぼす総利潤への効果を表す (3-2) 式
と，他企業のロビー活動が当該企業の限界利潤
に及ぼす効果を表す (3-4) 式の符号が反対にな
る点に特徴がある。その結果，戦略的代替（補
完）の場合のクールノー・ナッシュ均衡 よ
りもパレート優位になる集合は，(点 を原点
に見立てると）通常の第３象限（第１象限）で
はなく，第１象限（第３象限）に存在すること
になる。
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4）戦略的代替（補完）の定義は，それぞれの反応
関数が右下がり（右上がり）かどうかであり,
｢限界利潤」への負（正）の効果を意味している。
Bulow・Geanakoplos・Kempeler (1985)および
Fundenberg and Tirole (1984) を参照。
5）複占の数量選択と価格選択ゲームの相違につい
ては，Gal-Or (1985)，Dowrick (1986)，Boyer and Mareaux (1987) および Vives (1999) を参照。
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Figure 1 生産における補完と戦略的代替
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補完的なロビーの結果として生じる戦略的代
替の場合には，Figure 1 に例示されているよ
うに，第１企業の等利潤曲線は通常のように上
に向かって凸ではなく下に向かって凸型の形状
を取る。これは，反応関数上の利潤最大点を下
回る（上回る）ロビー活動による利潤低下を相
殺するためには，(生産における補完性ゆえに）
他企業のロビー活動量の減少ではなく増加が要
求されるからである。それゆえ当該企業の利潤
が大きくなるのは，反応関数の下方ではなく，
上方になる点にも注意すべきである６）。
以上の補完的なロビー活動の戦略的な性質を
ふまえた上で，手番の決定を競うゲームを初期
ステージに導入し，規制ゲーム全体のサブゲー
ム・パーフェクトな均衡の性質を検討するのが
次節の課題である７）。
戦略的代替（補完）における両企業の反応曲
線においては，通常の場合とは異なる上述のよ
うな様相を持つ一方，パレート優位の集合を両
曲線が通過しない（通過する）という基本的な
特徴は維持されているので，典型的な場合と同
様の手番に関する結果が成立しそうに思われる。
すなわち，戦略的代替（戦略的補完）の場合に
は．先導者優位（the first mover advantage）
(追随者優位（the second mover advantage)）
が成立すると期待できる８）。
そこで，シュタッケルベルグ均衡の先導者の
利潤 ，追随者の利潤 ，そして同時手番の
クールノー・ナッシュ均衡における利潤 が
存在するなら，初期ステージにおける手番を同
時に争うゲームの戦略フォームは次のように定
義できる。
この戦略フォームにおいてナッシュ均衡が存
在するなら，そのタイミングで行動する複占企
業に対して当局が割当を行う規制ゲーム全体の
サブゲーム・パーフェクトな均衡が決まること
になる。そして実際にlemma 1 の結果を用いて
補完（代替）的なロビー活動のタイミングを要
約すれば，予想通りに先導者優位（追随者優位）
となり，次のpropositionを得る。
Proposition 1 補完的なロビーに従事する複占
企業における手番の同時決定
補完（代替）的なロビー活動では，
 ゆえに （
ゆえに および ）が
成り立つので，(先手，先手）が対称的
な複占企業の手番ゲームの唯一のナッシ
ュ均衡である（(先手，後手）および
（後手，先手）が対称的な複占企業のナ
ッシュ均衡である)。
Proof
Appendix A を参照。
すなわち，補完的なロビー活動によって生じ
る戦略的代替の下では，常に先手が支配戦略に
なる結果，Table 1 に見られるように（先手，
先手）の同時手番が選択される９）。なぜなら両
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Ⅳ 複占企業によるサブゲームの
内生的タイミング
Table 1 初期ステージにおける複占企業
の手番争い
企業２
先 手 後 手
企業１
先 手  
後 手  
6）代替的なロビー活動の結果生じるFigure 2の戦
略的代替の場合も同様である。通常とは異なり，
利潤が反応関数に沿って減少し，それゆえ等利潤
曲線の形状も上に向かって凸になる。これは他企
業のロビー活動が当該企業の総利潤にマイナスに
作用するからである。
7）代替的なロビー活動の手番争いでは均衡が複数
生じるが，本稿では純粋ナッシュ均衡にのみ言及
し，混合戦略は考慮しない。
8）複占の手番の決定については，Hamilton and
Slutsky (1990)，Amie (1995) および脚注５) の文
献を参照。
9）２つの（純粋）ナッシュ均衡が存在する（代替
的，つまり戦略的に補完的なロビー活動のような）
場合の均衡選択については， Damme. and
Hurkens (2001) さらにDamme and Hurkens (1999)
企業とも，自らのロビー活動を節約するために，
先に過少なロビー活動をして後手の企業に不足
分を補完させることで，同時に行う場合よりも
大きな利潤を得ることを知っているからである。
その結果として同時に行動せざるをえなくなる
としても，自ら後手に回るよりは有利なのであ
る。それゆえ規制ゲーム全体としては，複占企
業が初期ステージで決めた同時手番を選択して
ロビー活動量を同時に決定し，それを受けて規
制当局が各企業への割当量を決定することにな
る。
さらに補完的ロビー活動の性質を吟味するた
めに，同時手番でロビー活動量を決定する前に，
第 企業が反応係数を引き上げうる場合を検討
しよう。すなわち，キャパシティ・ゲームによ
る参入阻止行動と同様な分析を試みるわけであ
る10）。
第 企業が反応係数を引き上げるために過剰
に投資するかそれとも逆に過小に投資するかは，
自己の利潤に対する戦略効果が正か負かに依存
している。すなわち，
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において第１項の直接効果はゼロであり，第２
項の戦略効果は補完の場合には常に負だから，
過小に投資すべきことになる。なぜなら，自ら
の反応係数を大きくすると相手企業はロビー活
動量を減少させ，相手企業のロビー活動量の減
少は当該企業の利潤を減少させてしまうからで
ある。
さらに相手企業の利潤へのインパクトを見る
と，
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だから，補完的なロビー活動の場合には常に正
のインパクトを与えるので,「ソフト」な対応
を取るべきことが分かる。すなわち，反応係数
の上昇と共に自らのロビー活動量が増え，その
結果として相手企業の利潤を増やしてしまうの
である。
したがって補完的なロビー活動の下では，第
企業が取るべき戦略は Fundenberg and Tirole
(1984) のビジネス戦略分類に従えば lean and
hungry ということになる11）。すなわち，第 
企業は反応係数を引き上げて影響力を高めるの
ではなく，むしろ反応係数を引き下げるために
過小に投資すべきなのである。
Ⅴ 規制ゲームの内生的タイミング
補完的ロビー活動に従事する複占企業が先手
を取り規制当局が後手を取るという仮定の下で
は，企業は同時手番を選択することが明らかに
なった。そこで企業同士は同時手番を取ると想
定した上で，実際に当局が後手を選好するかど
うかを検討する。もちろん当局が後手に回らな
い場合には企業が同時手番を選択するという必
然性はないから，あくまで企業が同時手番を選
択すると仮定した場合の規制ゲームの内生的タ
イミングの決定である。
同時にロビー活動量を決定する対称的な複占
企業と各企業への割当量を決定する当局との手
番の組み合わせは，次の３ケースである。
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を参照。
10）２段階モデルによる参入阻止行動の説明は
Spence (1977) やDixit(1980) にまで遡ることがで
きるが，すでにBulow et.al.(1985) が指摘してい
るように，基本的な考え方は学習曲線や技術供与
など多様な分野に適用されている。
11）戦略的代替・補完とタフ・ソフトによって４つ
に分類される。Tirole (1988, p.327) およびVives
(1999, p.214) でも再説されているように，戦略
的代替（補完）の場合には(4-2)式の戦略効果の符
号は(4-1)式の戦略効果の符号と反対（同一）にな
るからである。
（モデルＡ）企業が先手を取り，当局が後手を
取る
（モデルＢ）当局が先手を取り，企業が後手を
取る
（モデルＣ）企業と当局が同時に決定する
ゆえに，手番を争う規制ゲームは次の戦略フォ
ームに要約できる。ただし，企業の利潤および
当局の効用水準の添え字は，それぞれ上記のケ
ースに対応している。
このナッシュ均衡を求めるには，すでに（モデ
ルＡ）の利潤と効用を検討したように，その他
のモデルの利潤と効用を求め，比較してやれば
よい。それぞれのモデルの均衡値の比較は次の
lemma を導く。
Lemma 2 手番の異なる規制ゲーム間の均衡
利得の相違
補完的なロビー活動を伴うモデルA・B
・C間の均衡を比較すると，
（１）ロビー活動量および割当量については，
 and 
（２）当局の効用水準については，
and
（３）各企業の利潤については，
の大小関係が成立する。
Proof
Appendix B を参照。
均衡ロビー活動量の大きさがモデルC・B・
Aの順に決まるという第１の特性は，ロビー活
動が補完的であろうと代替的であろうと成立す
る。それゆえτの大きさもロビー活動の性質に
関わりなくその逆順となるが，の高さはB・
A・Cの順になり，割当量の大きさはA・C・B
の順となる。
この結果，常に当局は企業と反対の戦略を取
ることで有利になるという第２の特徴が導かれ
る。企業が先手を取る場合には，当局は後手に
回ることによって税率および割当量共に大きく
なる。逆に企業が後手を選択する場合には，当
局が先手に回ることによって割当量は減少する
ものの，最も高い税率を課すことができる。他
方，補完的ロビー活動に従事する企業について
は，常に先導者優位が成り立つというのが第３
の特徴である。
したがって，当局と企業の均衡利得の結果を
Table 2 の戦略フォームに適用すれば，次の
proposition が直ちに導かれる。
Proposition 2 補完的ロビーを同時に行う企業
と当局の規制ゲームの手番の決定
補完的ロビー活動を同時に決定する対
称的な複占企業と当局が手番を同時に争
う規制ゲームにおいては，(先手，後手）
の戦略が唯一のナッシュ均衡である。
すなわち，複占企業同士がロビーを同時に決
定すると仮定する限り，前節までの想定のよう
に，企業が先手を取り当局は後手を選ぶことが
分かる。これは lemma 2 から明らかなように，
企業にとっては先手こそ支配戦略であるのに対
し，当局は必ず同時手番を回避するからである。
この状況を直感的に確かめるために，第 	企業
のロビー活動と当局の第 	企業への割当活動に
のみ着目すると，Figure 3 のような企業と当局
の戦略的関係を考えることができる。企業の反
応関数 
は右上がりで，等利潤曲線は下に向
かって凸型になり右上に行くほど利潤が高くな
る。逆に，当局の反応関数 
は右下がりで，
縦軸に向かって凹となり左上に行くほど利潤が
高くなる。
したがって，パレート優位の集合は企業の反
応関数 
のみが通過する第２象限にあるから，
図のように企業が先手を選べば，後手になる当
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Table 2 規制ゲームにおける企業と当局
の手番争い
当 局
先 手 後 手
企 業
先 手  
後 手  
局も同時手番より高い利得を得る。逆に当局が
先手を取れば，当局の利得は同時手番よりも大
きくなるものの，企業の利得が同時手番の利得
よりも必ず小さくなってしまう。さらに当局に
とっても企業にとっても，これらの利得よりも
企業が先手を取った場合の利得の方が大きい。
それゆえ，企業が先手を選び当局が後手を取る
均衡のみがナッシュ均衡になると考えられる。
Ⅵ 分析の含意
対称的な複占企業による補完的ロビー活動を
受けて当局がそれぞれの割当量を決定する２段
階モデルにおいて，(１）ロビー活動の補完
（代替）的な性質が戦略的な代替（補完）性を
もたらすこと，(２）それゆえ補完（代替）的
なロビー活動を伴う複占企業は同時手番（相異
なる手番）を選択すること，(３）実際に補完
的なロビー活動に従事する複占企業が同時に行
動する場合には常に当局は後手を選択すること
が明らかになった。特に補完的なロビー活動に
従事する企業には，企業同士の手番争いでも当
局との手番争いでも，先導者利益が存在する。
最初に自らのロビーを節約することで，他企業
に補完的なロビーを負担させ，割当量を増加さ
せることができるからである。
これは自らのロビー活動の節約のための先陣
争いだから，仮に特定の企業が事前に反応係数
の大きさを決定できる場合には，反応係数を低
める過少な投資を競うインセンティブが存在す
る。ところが全体的な反応係数の低下が起きる
と，かえって均衡ロビー活動量は増加し，業界
としても各企業にとっても打撃になりうる。す
なわち，過小投資による囚人のジレンマが起き
る可能性が高いのである。
そうだとすれば，協力して業界団体を設立し，
一括して補完的なロビー活動を行うことは，企
業にとっても業界にとっても有益になりうる。
協調のための費用がかかるとしても，それが囚
人のジレンマからの脱却による便益を下回るか
らである。特に規制当局が強力な裁量権を持ち，
その指導のあり方によって業界の動向も大きく
左右されるような時代には，主要企業を旗頭と
した協力の便益も大きかったと想像しうる。
さらに，このようなロビー活動を受けて当局
が行動することは，たんに取引費用節約の側面
からだけでなく，上記のような戦略的な側面か
らも両者にとって合理的な選択なのである。当
局もまた業界団体の設立に好意的な理由は，こ
の点にも存在するのではないかと推察される。
このような業界団体などの役割は，護送船団
方式から規制緩和へと風向きが変わるにつれ低
下していくように思われるが，必ずしも一方的
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Figure 3 企業と当局の戦略的関係
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にそうなるとは限らない。業界全体のルール変
更に関わる限り，いずれの方向に対してであれ，
補完的なロビーの役割が高まる可能性があるか
らである。この可能性は，アメリカなどにおい
ても，業界全体の制度やルール変更が声高に叫
ばれるような状況では，激しい業界団体の行動
にスポットが当てられることからも容易に理解
されよう。
残されている重要な問題の１つとして，関連
する範囲内で本稿でも言及してきた代替的なロ
ビー活動の性質の更なる吟味がある。その戦略
的な性質はより複雑に思われると同時に，強力
な裁量権のある当局に対する個別企業の戦略と
してきわめて重要だからである。こうした企業
戦略に対して業界団体がどのような役割を果た
してきたかについても興味深い問題ではあるが，
今後の課題としたい。
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Appendix
A) Proposition 1
(3-1)式より，第 企業の利潤最大化の一階の条
件は，
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と書けるから，
-














を得る。すなわち，補完（代替）的なロビー活動
なら負（正）値を取る。それゆえ，対称的な企業
が同時に行動する場合の均衡ロビー活動量は，
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第 企業が先手を取る場合の一階の条件は，(2-
6)式および(3-1)式から，
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と書ける。第 企業は第 企業の行動を見越して
ロビー活動量を決めるので，常に負値をとる第３
項が(3-1)式に加わる形になる。常に負となる理由
は，(A-2)式の値がロビー活動が補完（代替）的な
場合には負（正）になるからである。
実際に(A-1)式を代入して陽表的に書き直し，先
手企業 の均衡ロビー活動量 および後手企業 
の均衡ロビー活動量を求めると，
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だから，対称企業ならばγの符号に関わらず，常
に.
さらに，(A-3)式および(A-6)式から，
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
だから，補完的な場合には ，代替的な場合
にはを得る。
B) Lemma 2
（１）の証明
（モデル）の同時の場合の一階の条件は，
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(モデルA) の先手企業の一階の条件は，当局の
１階の条件(2-6)式を用いて，
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ただし内点解が存在するためには であること
が必要である。それゆえ，均衡における同値のパ
ラメーターの条件を仮定する。
- 
さらに(3-3)・(3-4)式および
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  



 から，	の両企業のロビー活動に対す
るヘシアンが負値定符号である条件は，


    
だから，補完的なロビー活動の反応係数には次の
上限が課される。
- 
すなわち，
が少なくとも必要である。
(モデルB) の先手の当局の一階の条件は，企業
の１階の条件(2-5)式を用いると，














だから,
それゆえ
 


  



ここでのためには，
- 
を仮定すると，


を得るので，。
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その結果，および 。ゆえに，
および を得るので，。
（２）の証明
および の値から 。さらに 








	


	。
（３）の証明
	
	










とおくと，条件(B-1)の下では常に 	だから，















	が成り立つ。
同様に 






とおくと，(B-3)式およ
び 
 	より，





















を得る。
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Endogenous Timing in Duopoly Games
with Complementary Lobbying Activities
Shinji YANE
The purpose of this paper is to examine properties of complementary lobbying activities to a regula-
tory body with an extraordinary degree of discretionary power. I present a two-stage non-cooperative
model in which the regulator assigns the quota to each firm that decides its lobbying activities in a sym-
metrical duopoly game, and establish the following results: (1) Complementary lobbying activities result
in strategic substitutes, (2) Therefore two firms prefer the first move simultaneously, (3) In fact the
regulator always chooses the second move whenever two firms move simultaneously. These results
seem to support the implication that comprehensive and hierarchical network relationships (such as in-
dustrial associations and business organizations in Japan) have promoted efficient complementary lobby-
ing activities.
